
福山北産業団地第２期事業分譲地利用提案募集要領 

 

１ 分譲地の概要 

（１）所在地 

広島県福山市北匠町地内 

区画番号 所在地 地目 区分 

９－１ 

１番１４の一部 宅地 宅盤 *1 

１番３６の一部 宅地 法面 *1 

１番３８の一部 宅地 法面 *1 

９－２ 

１番１４の一部 宅地 宅盤 *1 

１番３６の一部 宅地 法面 *1 

１番３８の一部 宅地 法面 *1 

１番１５ 宅地 宅盤 *2 

１番３７ 宅地 法面 *2 

１番３９ 宅地 法面 *2 

*1 分筆登記を予定しております。 

*2 上空に高圧線があるため中国電力ネットワーク株式会社の架線地役権が設定されており、

土地利用に一定の制限があります（別紙１参照）。 

（２）分譲区画、分譲面積及び金額 

区画番号 分譲面積 
 

分譲金額 
うち 平坦部 

９－１ １６，５７０.４０㎡ １６，１７３.３８㎡ ５７８，５８８，６５６円 

９－２ １０，３０２.８６㎡ ９，６５１.３４㎡ ３３２，６１８，７０２円 

※ 分譲面積は造成後に実施した確定測量によるものです。分譲金額は当該分譲面積により算

出しています。土地売買契約については、この確定した分譲面積及び分譲金額で締結します。 

① 分譲地利用提案の申込みは区画単位とします。なお、両区画の申込みも可能です。 

② 土地の引渡しは、造成工事完了時の状況のままで行います。なお、土壌に関する調査は

実施しません。 

③ 広島県内投資促進助成要綱及び福山市企業立地促進条例に定める要件を待たす場合、

県・市それぞれから補助金を受けることができます。 

（３）地勢条件 ２０２３年（令和５年）９月に土地造成事業完了の造成地 

（４）交  通 山陽自動車道福山東ＩＣまで約１１ｋｍ、山陽新幹線ＪＲ福山駅まで約１２ｋｍ、

重要港湾福山港まで約２２ｋｍ、広島空港まで約５９ｋｍ 

（５）道  路 街区により幅員約１６ｍ、１２ｍ、９．５ｍの市道に接道 

（６）用  水 福山市上水道：８７０㎥／日供給予定 

（７）排  水 生活排水：公共下水道に接続 

工業排水：各企業で個別処理後、公共下水道に接続 

（８）電  力 中国電力：６．６ｋｖ高圧電力引込可能 

※ 使用電力量により、供給開始までに時間を要する場合があります。 

※ 分譲地への引き込みに要する費用や負担金等は分譲予定者の負担とします。 

（９）都市計画等 

① 都市計画・用途地域・・・都市計画区域、市街化区域、工業地域 

② 地区計画     ・・・策定済 

③ 宅造区域指定   ・・・宅地造成工事規制区域内 

（10）団地基準 法・条例に沿った建築基準及び公害規制基準を策定（別紙環境保全協定参照） 

（11）工場立地法 工業団地特例の適用あり（分譲区画外の共通施設の面積を区画内の緑地等の面

積として繰り入れることができます。） 



２ 分譲スケジュール 

申込受付開始 ２０２６年（令和８年） ７月１５日（水） 

申込受付終了 ２０２６年（令和８年）１０月１６日（金）１７時まで 

分譲審査会 ２０２６年（令和８年）１１月中旬 ※予定 

分譲予定者決定・審査結果通知 ２０２６年（令和８年）１１月２７日（金）まで 

申込金納付・立地協定締結 ２０２７年（令和９年） １月２９日（金）まで ※予定 

土地売買仮契約締結 ２０２７年（令和９年） ３月下旬 ※予定 

市議会議決・本契約 ２０２７年（令和９年） ６月下旬 ※予定 

分譲代金完納・土地引渡 ２０２７年（令和９年） ７月以降 ※予定 

 

３ 分譲方法 

土地売買契約による有償譲渡 

 

４ 分譲対象業種、用途及び分譲対象者 

（１）分譲対象業種 

日本標準産業分類（令和５年７月改定）による大分類Ｅ（製造業）、Ｇ（情報通信業）、Ｈ

（運輸業、郵便業）、Ｉ（卸売業、小売業）に掲げる次の業種に該当するものに限る。 

分類 業種名 分類 業種名 

09 食料品製造業 27 業務用機械器具製造業 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

11 繊維工業 29 電気機械器具製造業 

12 木材・木製品製造業 30 情報通信機械器具製造業 

13 家具・装備品製造業 31 輸送用機械器具製造業 

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 32 その他製造業 

15 印刷・同関連業 39 情報サービス業（情報処理サービス業のう

ち、情報データセンターの設置に限る） 

16 化学工業 44 道路貨物運送業 

17 石油製品・石炭製品製造業 45 水運業 

18 プラスチック製品製造業 47 倉庫業 

19 ゴム製品製造業 48 運輸に附帯するサービス業 

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 50 各種商品卸売業 

21 窯業・土石製品製造業 51 繊維・衣服等卸売業 

22 鉄鋼業 52 飲食料品卸売業 

23 非鉄金属製造業 53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

24 金属製品製造業 54 機械器具卸売業 

25 はん用機械器具製造業 55 その他の卸売業 

26 生産用機械器具製造業   

（２）用途 

４（１）の分譲対象業種の事業に係る工場、物流施設、研究施設等の事業用の建築物（建築

基準法第２条第１項に定義されるもの）の用地 

なお、次の用途に使用する場合には、分譲対象となりません。 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

に規定する風俗営業その他これに類する業務の用に使用するもの 

イ 事業用の建築物を設置せず更地で使用するもの及び駐車場専用の用途として使用するもの 

ウ 住居用の建築物のために使用するもの 



（３）分譲対象者の要件 

分譲地において、４（１）及び（２）の要件を満たす者（個人含む）。ただし、次のいずれ

かに該当する者は分譲対象者となりません。 

ア 暴力団関係者 

① 代表役員等若しくは一般役員等が、集団的に若しくは常習的に暴力的不法行為を行うお

それのある組織（以下「暴力団」という。）の関係者であると認められるとき、又は暴力

団関係者が分譲希望者の経営に実質的に関与していると認められるとき。 

② 代表役員等又は一般役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしてい

ると認められるとき。 

③ 代表役員等又は一般役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは

運営に実質的に関与していると認められる法人、組合等に資金その他の財産上の利益を提

供しており、又はこれらに便宜を供与するなどして積極的に暴力団の維持運営に協力若し

くは関与していると認められるとき。 

④ 代表役員等又は一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係

を有していると認められるとき。 

⑤ 代表役員等又は一般役員等が、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実

質的に関与していると認められ、若しくは④に該当することとなる法人、組合等であるこ

とを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

イ 福山市税を滞納している者 

 

５ 申込方法等 

（１）申込方法（別紙分譲利用提案書の様式参照） 

・ 分譲地利用提案書（様式１号）に次の書類を添えて提出してください。なお，分譲地利用

提案書は１者１提案とし、複数の提出はできません。 

ア 添付書類 ※証明書類については、発行後３ヶ月以内のもの 

① 定款又は寄付行為の写し（個人の場合は不要） 

② 法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書 

※個人の場合は、上記に準ずる書類（住民票の写し、所得証明書など） 

③ 印鑑証明書 

④ 営業報告書及び財務諸表の直近３期分（事業期間が３年未満の者については、全ての期

の営業報告書及び財務諸表並びに直近の合計残高試算表） 

⑤ 福山市税を滞納していないことの証明書（市税の完納証明書） 

⑥ 分譲地における土地利用計画図（1/300～1/1,000） 

⑦ 会社概要又は会社案内 

⑧ 誓約書（様式２号） 

⑨ 法人登記簿謄本等に記載の代表役員等について（様式３号） 

⑩ 審査結果による分譲希望区画について（様式４号） 

※審査の必要がある場合、その他の書類の追加提出を求めることがあります。 

※提出していただいた書類は返却しませんので、御了承ください。 

イ 提出部数 

分譲地利用提案書及び添付書類を各２部（正本１、印刷用原本１） 

※ 印刷用原本についてはホチキス綴じを行わないで提出してください。 

（２）申込受付期間 

２の申込受付開始日から申込受付終了日まで 

・ 上記申込の受付時間は福山市の閉庁日を除く８時３０分から１７時００分まで 



（３）現地における説明 

現地において、分譲地に係る説明会は実施しません。 

（４）書類の提出先及び問い合せ先 

〒７２０－８５０１ 福山市東桜町３番５号 

福山市 経済環境局 経済部 経済総務課 

電話：０８４－９２８－１１２４ 

FAX ：０８４－９２８－１７３３ 

E-mail：keizai-soumu@city.fukuyama.hiroshima.jp 

※ 書類は持参又は郵送してください（郵送の場合は、書留郵便、配達証明郵便その他これ

に準じる方法に限り、申込受付期間内に必着のこと。）。 

 

６ 審査（分譲予定者の決定） 

分譲地利用提案書（添付書類を含む。）の内容等について、分譲資格審査及び提案内容審査に

より、分譲審査会において総合的な審査を行い、分譲予定者及び分譲区画を決定します。 

（１）分譲資格審査 

分譲資格の審査は、次の項目について行います。 

ア ４（３）の分譲対象者に該当すること。 

イ 分譲地における土地利用計画の実施に必要な資力を有する者であること。 

ウ 土地利用計画が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所又はその他これらに類する業務の用に使用する

ものに該当しないものであること。 

エ 土地利用計画が、１（９）、１（10）、４（１）及び（２）その他国、県及び市が定める

土地利用・建築物等の規制に関する法令等に違反しないこと。 

（２）提案内容審査 

提案内容の審査は、次の項目について行います（別記利用提案審査基準のとおり）。 

なお、提案内容を審査した結果、市の基準を満たした提案がない場合は、分譲予定者を該当

なしとする場合もあります。 

ア 計画上の新規雇用常用労働者（福山市内外の従業員の異動者を含む。） 

イ 土地代を除く設備投資予定額 

ウ 優先業種（分野） 

エ 事業内容（本社機能の有無、試験研究施設機能の移転・拡充の有無） 

オ 周辺産業への波及効果 

カ 分譲希望区画 

キ 景観等への配慮、地域貢献 

※ 新規雇用常用労働者とは、分譲地に新設する事業所に新たに雇用される労働者について、

その雇用形態が「正社員」又は「次の３つの条件をすべて満たす直接雇用の非正規社員」を

いいます。 

・ 雇用契約期間が１年以上（半年契約の更新等を除く。） 

・ 週当たりの労働時間が正社員の３／４以上 

・ 雇用保険の被保険者 

 

７ 審査結果 

分譲地利用提案書の提出者（以下「分譲利用提案者」という。）に、２０２６年（令和８年）

１１月２７日（金）までに、審査結果を郵送により通知します。 

 

 



８ 立地協定の締結 

分譲予定者の円滑な操業を通じて地域経済の活性化と地域産業の発展を図る内容及び土地売買

契約手続や分譲金額等について定めた立地協定を、分譲予定者決定後、市と分譲予定者で締結し

ます（２０２７年（令和９年）１月２９日（金）までに締結予定（別途通知））。 

 

９ 契約手続条件 

（１）申込金 

・ 分譲予定者は、７の立地協定を締結するまでに、申込金として分譲金額の５％に相当する

次の金額を納付していただきます。 

区画番号 申込金額 

９－１ ２８，９２９，４３２円 

９－２ １６，６３０，９３５円 

・ 申込金については、９（２）により納付していただく売買代金に充当します。 

・ 申込金は、分譲予定者が自らの都合により土地売買契約を締結しない場合は返還しません。 

 ただし、分譲予定者が、自らの責めによらない理由により土地売買契約を締結できなかっ

たと認められる場合は返還します。なお、その時に市が返還する申込金には利子を付さない

ものとします。 

（２）土地売買契約 

・ 分譲予定者は、市と土地売買仮契約（分譲地の予定価格が４，５００万円以上及び面積が

５，０００平方メートル以上の場合は、議会の議決を要するため、仮契約を締結し、議決後

に本契約となります。）を締結します。 

・ 分譲予定者（土地売買契約締結後は分譲対象者）は、売買代金を土地売買契約に定める期

限までに一括で納付してください。（土地売買契約の締結に伴い発生する諸費用は、分譲予

定者の負担とします。） 

・ ５（１）に掲げる書類のうち、②から⑥については、契約締結後、市の指定する期日まで

に再度提出をお願いします。また、①、⑦から⑨の書類についても、分譲地利用提案書提出

時点から変更のある場合は併せて提出してください。 

（３）所有権移転及び土地の引渡し 

・ 分譲地の所有権は、分譲対象者が土地売買代金を完納し、地域住民の健康保護及び地域の

生活環境保全のため、市と環境保全協定を締結した時に移転するものとします。 

・ 市は、所有権が移転した後、分譲対象者立会いのもと土地引渡しの手続きを行います。 

・ 分譲地の所有権移転登記は、分譲対象者の請求により、市が広島法務局福山支局に対して

申請します。 

・ 所有権移転登記に要する経費（登録免許税）は、分譲対象者の負担となります。 

（４）留意事項 

・ 分譲対象者は、市が別に指定する期日（土地の引渡しを受けた日から１年以内）までに、

分譲地利用提案書（添付書類を含む。）に記載した用途（以下「指定用途」という。）に従

って利用するために必要な工事に着手しなければなりません。 

・ 分譲対象者は、土地の引渡しを受けた日から２年を経過する日（以下「指定期日」とい

う。）までに、分指定用途に従って利用しなければなりません。 

※ 指定用途に従って利用するために必要な工事に要する期間が、土地の引渡しを受けた日 

 から２年を経過する日を超える場合は、当該工事が完了する日までとします。 

・ 分譲対象者は、指定期日から３年を経過する日（以下「指定期間」という。）までの間、

引き続き分譲地利用提案書に記載した用途に従って利用しなければなりません。 



・ 分譲対象者は、指定期間満了の日までの間、市の承認なく所有権の移転、地上権、質権、

使用貸借による権利又は賃借権等の権利の設定はできません。 

・ 分譲対象者が、土地売買契約に違反するなど、市が必要と認めたときは、契約を解除する

ことがあります。なお、契約を解除した場合は、分譲対象者は契約で定める違約金を納付し

なければなりません。 

（５）立地協定に関わる違約金 

・ 分譲予定者が、次に掲げる行為を行ったときは、市が審査結果を取り消すことでその地位

を失い、分譲予定者は、市の定める違約金（分譲予定金額の１０％相当額。計算後、１円未

満の端数が発生した場合は切捨てる。）を納付しなければなりません。この場合において９

（１）の申込金は、違約金の一部として充当します。 

① 分譲地利用提案書（添付書類を含む。）に虚偽の記載があったとき 

② 募集要領に定める事項に違反があったとき 

③ 社会的な信用を著しく失墜させる行為をしたとき 

④ その他分譲予定者が自らの責めにより土地売買契約を締結しないとき 

 

１０ 公表 

（１）申込状況の問い合せ 

申込状況については、区画ごとの分譲地利用提案者数のみ回答します。 

（２）審査結果の開示 

審査結果については、分譲地利用提案者の申し出により本人及び分譲予定者の点数について

開示します。 

（３）分譲予定者の公表 

立地協定の締結に伴い、分譲予定者の名称は原則公開とします。 

  



 

福山北産業団地第２期事業 利用提案審査基準 

 

○ 同一区画を複数の者が希望した場合、この利用提案審査基準に基づき分譲予定者を選定する。 

○ 分譲資格審査（対象業種・用途、資力・経営状況など）の要件を満たす分譲地利用提案者が提

出した分譲地利用提案書により、分譲審査会において提案内容の審査を行い、次の「利用提案審

査基準」に基づき評点を付け、最高点を獲得した者を分譲予定者とする。 

○ 審査・評価に当たっては、提案のあった区画ごとに内容を比較し採点する。ただし、複数区画

での申込があった場合、「雇用者数」「設備投資予定額」については、面積１ｈａ当たりの数値

を算出して比較する。 

 

【利用提案審査基準】 

区

分 
提案項目 審 査 ・ 評 価 

評価

点 

傾斜

率 
配点 

１ 雇用創出 

分譲地に新設する事業所への新規雇用者数

又は市外事業所からの異動者数の多い者を

優先的に評価する。 

５ ×２ １０ 

２ 設備投資予定額 
土地代を除く設備投資予定額（投資規模）

の大きい者を優先的に評価する。 
５ ×２ １０ 

加
点
方
式 

優先業種（分野） 
市の産業政策に沿った業種（分野）を加点

する。 
５ ×２ １０ 

事業内容 
本社機能や研究開発機能の新設・移転・拡

充を行う者を加点する。 
３ - ３ 

周辺産業への波及

効果 

関連産業の集積や取引企業への経済効果な

ど周辺産業への波及効果が見込まれる者を

加点する。 

３ - ３ 

分譲希望区画 
早期分譲の観点から複数区画を希望する者

を加点する。 
３ - ３ 

景観等への配慮、

地域貢献 

周囲の景観、環境への配慮や地域貢献の程

度により加点する。 
３ - ３ 

合    計 （満点） ４２ 

（利用提案審査基準適用による採点等の考え方） 

１ 雇用創出について、雇用者数の数え方は次の①、②のとおりとし、その合計人数により評価し、

採点する。 

① 新規雇用者及び市外異動者・・・１人 

 ただし、市外からの本社機能・試験研究機能の移転・拡充の場合は、２人とする。 

② 福山市内事業所からの異動者・・・０．５人 

２ 採点が５段階評価の場合は、「５点＝非常に優れている、４点＝優れている、３点＝普通、２

点＝やや劣る、１点＝劣る」として採点する。 

３ 加点方式による評価は、３段階評価の場合は、「３点＝大変優れている、２点＝優れている、

１点＝やや優れている」として採点する。ただし優先業種（分野）の項目については、「５点＝

大変優れている、３点＝優れている、１点＝やや優れている」として採点する。 

４ 審査基準による審査の結果、合計点が同点となった場合の決定方法は、 

① 審査基準の「雇用創出」による配点が高い者を分譲予定者として決定する。 

② ①で同点の場合は、審査会による協議の上、決定する。 

別記 


